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Study on the Strategy of Regional Products business  




In recent years, Japan has seen an impoverishment of its primary 
industries along with a significant decrease in the number of workers 
engaging in them due to export industry-oriented policies focusing on the 
manufacturing industry, the empowerment of distribution systems, and, as 
a result of economic globalization, increased imports of foreign agricultural 
products and a national policy of reducing domestic cultivation acreage. 
Shoring up Japan's self-sufficiency rate through the promotion of domestic 
primary industries in preparation for a global food crisis thought to occur in 
the near future is an important issue the country. However, there is a sense 
that various measures taken recently to such end have come too late. 
Particularly in Kochi Prefecture, there is a remarkable decline in the 
birthrate and aging of the population, with no slowdown in the decreasing 
number of primary industry workers. In agriculture, a crisis of survival is 
looming for horticulturists engaged in subsistence farming in mountainous 
areas, other than those connected to the principle distribution system. The 
outlook is also bleak for the fishing industry, made up mostly of individual 
or small-scale enterprises that have little room to tackle management 
reform in the face of dwindling resources, increasing imports of marine 
products and rising fuel costs. Therefore, to improve this worsening 
situation, efforts have been made in recent years to start new industries in 
regional areas throughout Japan and add value to their primary products. 
 
Kochi Prefecture is also providing various support and assistance to product 
development using regional primary industry goods, implementing 
industrial promotion plans as a core business of the prefecture. However, 
there are many cases of the desired results not being obtained due to lack of 
management experience by entrepreneurs in regional areas, short-sighted 
efforts to seek near-term results and inevitable disputes resulting from 
frequent conflicts of interest concerning administrative measures. 
 
In order to achieve success, the business parties need to recognize their 
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original goal is regional revitalization, and develop long-term strategies not 
focused solely on short-sighted "manufacturing" results. 
 
This study aims to present a strategic view of ideal cases of "product 
development for local revitalization" in resource poor areas and extract the 
universal factors for success by theoretically analyzing the marketing and 
management strategy of relatively successful cases, based on a recognition 
of such issues as population shrinkage due to the declining birthrate and 
aging population, and the increase in marginal settlements in Kochi 
Prefecture. 
 




















































































































     地域活性化を目的とした商品開発事業のフレームワーク(２)・・１２６頁 


























１－１ 県内産業の現状   
高知県は全国に１５年先行して人口の自然減が始まっており、2013 年現在の 65 歳以
上人口比率は 30,8％である。図１－１にあるように生産年齢人口割合は 58.9 パーセン
ト(2011 年度)であり、全国で 46 位という厳しい状況の中、64 歳以上人口の比率は年々
増加を続けており少子高齢化に歯止めのかからない状況である。 
 




の 8427 億円と比べ製品輸出額で２倍近い差が存在している(2012 年度)。そのため、





いて第一次産業が 489 億円、第二次産業も 2722 億円の減少となっており、県の産業
全体が弱体化に歯止めのかからない状況である。 
県内の就職状況においても図１－２に示すとおり、平成２０年度における有効求人倍











ている。しかしながら生産額でみると農業は 958 億円で全国 32 位、林業は 61,4 億円
で 24 位、漁業は 511 億円で 7 位であり全体でみると一次産業においては全国中位に
位置しており国家単位の課題である食料自給率の問題からも何らかの手立てが急務で
ある。(各産出額は平成 23 年度県統計局データによる) 
 
  
           出展：農林業センサス      出展：県林業労働調査 
             
                    出展：漁業センサス   





















高知県は平成 2 年から全国に１５年先行して人口の自然減が始まり、平成 2 年度の人
口 825,034 人から平成 23 年度の 764,456 人まで 21 年間に 60,578 人の減少となって
いる。しかし 65 歳以上の老年人口比率の増加は顕著であるものの、図 1－5 にあるよ
うに傾向を表す曲線は全国のものと並行していることから今後は本県一県のみの問題
ではないといえる。 

















資料 大野晃著「限界集落と地域再生」２００８年高知新聞社発行  
 
また、高知県における 2000 年から 2030 年の間の予測について人口 3000 人未満の自
治体は 12 から 27 へ大幅に増加、県内自治体のおよそ半数を占める事態となると指摘
している。2008 年の時点で人口減少率が 40％以上で人口規模が 3000 人未満の自治体


















    











表１－３住民の半数以上が 65 歳以上の集落 表１－９ 集落の限界化による問題点 
            ※総務省調査 高知新聞掲載分をリライト 
 
表 1－３の基となる調査地域の集落総数は 64,954 であり、4 年間で限界集落の割合は
12.7％から 15.5％の上昇をみている。今回の調査では各市町村において「１０年以内
に消滅」「いずれ消滅」と懸念される集落は、集落総数の 4.3％にあたる 2,796 に登る。
その他の懸念として「平成の大合併」による住民サービスの低下が考えられる。限界
集落のうち 3,908が市町村役場から 20ｋｍ以上離れた場所にあり行政の目が届きにく























対象：中山間地域を中心に、およそ 50 世帯未満の 1,359 集落 
   ①地区長などの代表者への面会による聞き取り調査 
   ②各市町村から抽出した 109 集落の住民 2607 世帯へのアンケート調査 




と答えた住民の割合は全体のおよそ 75％に上っている。(図 1－6) 
 






























































対象：   高知県在住の満 20 歳以上の個人 
回答者数： 4,099 人 
調査方法： 質問票によるアンケート調査 
調査期間： 平成 24 年 12 月 5 日～12 月 31 日 
 























































































     
図 1－10 ＧＫＨ調査「高知のどんなところが好きか」 土佐経済同友会 
 























菜、果樹などの畑昨農地が 25％であるが、農業産出額では野菜の売り上げが 930 億円














図 1-11 出典：県勢の主要指標平成 24 年度 図 1-12 出典：県勢の主要指標 






























・県面積に占める森林率 84％、耕地面積はわずか 4.6％ 
・1 農家当たりの耕地面積狭い 











・販売単価が高い（1 ㎏当たり 550 円、全国平均 280 円） 
・特定の品種に集中し、全国シェアが高い 
表 1－４ 高知県の農業の特色 



















高知県における農家戸数は 2012 年現在で 29,619 戸である。100 世帯当たりの農家戸
数割合は 9.23 で全国平均 4.88 のおよそ倍近い割合となっており、農業への産業依存
の高さがうかがえる。その農家戸数は 1960 年の 85, 397 戸から約 3 分の一までの減少
し、現在も高齢化率は 56.4％でありほとんど将来展望の描けない状態といっても過言
ではない(図１－13)。このような状況に危機感を抱いたＪＡグループ高知が 2005 年に
作成した「JA グル―プが目標とする 10 年後の高知県農業」のデータを基に現状の確
認を行う。尚、当該データと農業センサスのデータは上記の平成 22 年時の値をみる限
りわずかであり、双方の誤差は本論の意図する分野における許容値と考える。高知県
における農業の就業人口は 1995年の就業者数 52,000 人から 2005 年に 40,000 人とな








作 物 全国ランキング 収 量 全国シェア 
みょうが 1 位 4,509ｔ 77.5％ 
なす 1 位 37,600ｔ 13.6％ 
ししとう 1 位 4,080ｔ 50.8％ 
しょうが 1 位 10,900ｔ 40.8% 
ニラ 1 位 12,700ｔ 22.7% 
ゆず 1 位 6,566ｔ 45.8% 
文旦 1 位 8,037ｔ 87.5% 
ピーマン 3 位 9,920ｔ 8.5% 
オクラ 2 位 2,467ｔ 23.0% 
ゆり 2 位 1,970 万本 11.3% 




図１－13 農家戸数推移        図１－14 農業就業人口 
出典 JA グループ高知・JA バンク高知      
※JA グループ高知・JAバンク高知信連作成「JA グループが目標とする 10 年後の高知 
県農業」 
                   
新規就農者は減少していたが 2003 年頃から減少幅が小さくなり、2009 年から増加に
転じた。内訳をみると 2012 年の 221 名中Ｕターン就農者が 109 名その内 31 歳以上が






図１－15 新規就農者数                   図１－16 新規就農者数 
※JA グループ高知・JAバンク高知信連作成     ※出展 高知県統計局データを 
「JA グループが目標とする 10 年後の高知県農業」   基に隅田作成 
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農家の経営状況については 1995 年の経営体数は 28,500 戸であったものが 2005 年に
は 30％減少し 21,500 戸、2015 年の予測は 16,500 戸となり更に 25％の減少となる見
込みである。「販売なし」と「1,000 万円以上」が増加しているが 1,000 万以上の微増





  図１－１７販売規模別経営体数        図１－１８ 耕地面積       
※JA グループ高知・JAバンク高知信連作成「JA グループが目標とする 10 年後の高知
県農業」 
 
農地の状況は 1995 年に 34,000ｈａであったものが 2005 年には 29,000ｈａ、2015 年
の予測は 24,500ｈａであり、4,500ｈａの減少が見込まれる。(図 1－18) 高知県にお
ける問題として中山間地域の棚田形式のものが多いため、規模的な集約、拡大もまま
ならず労働集約率の問題から耕作放棄となるケースが多くみられる。     
農業算出額の状況としては 1995 年の農業算出額は 1,311 億円であったものが 2005 年
には 991 億円と過去 10 年で 320 億円減少したが、2012 年現在は予想以上の数値を維
持している。内訳をみると、合計産出額 958 億円のうち野菜、果実、花きなどの園芸
の割合は 74.4％に上り、やはり園芸農家の健闘が目立つ。また農家所得については
1995 年が 600 万円(農業所得は 210 万円)であったものが 2005 年には 470 万円となり
十年間で 130 万円の減少をみたが全国平均が 500 万円であるのでほぼ全国並みと言え
る。そのうち農業所得は 135 万円で、全国平均の 125 万円よりやや多い。しかしこの
傾向で減少すると 10 年後には生計の維持が難しくなり儲けられない農家から離農が


















より図１‐２０にあるように 1992 年から 2005 年まで大幅に減少しており、今後の展
開においては品目ごとの量の安定的確保が新たな市場開拓の重要な要素となっている。 
 
図 1－20 「県園芸連の販売額の推移」 






















































造では 26 分類の中で耕種農業、電子部品、窯業・土石製品に次ぎ 4 位に位置しており
































































図 1－23 県内産地市場の平均単価推移  





































図１－２３  一次産業における流通の現状  
※漁業・農業センサス２００９年を基にリライト 
 































































































図２-1 「まち」のマーケティングレベル 図２－２ 企業のマーケティングに影響
を与える要因 






























































































または固有機能ということになる」と定義しており、「1960 年の以降の 40 年間で日本











































































































































































































































































































図 2－8 ブランドエクイティ    を作り上げるブランド要素を選択し支援的マ 














































現在高知県においては地域の問題という    図２－９ロイヤルティのピラミッド 
より、県全体の経済が主に人口減少を理由        アーカー     

































































図２－１０ 「拡大志向継続」という対応   田中   
  
 






















       







































































で女性による起業が増え続けており、農林水産省の調査では、起業は 2008 年度で 9641
件あり、食品加工が全体の 75％を占めている。図２－１３と図２－１４にあるように






図２－１３ 農村女性による起業活動実態調査   出典 農水省 HP 
 
 














・感性：共感 人が好き コミュニケーション 信頼 新規性 独自性 
・コンピテンシー(遂行能力)：決断力 アクション(瞬発力) ポジティブ志向 調整力 
・コミットメント(当事者意識)：着眼 


























































































１．㈱四万十ドラマ    ２．株式会社 フードプラン 







































































































































































































































































現在の売上は年商約 3 億 3 千万(H.22 年度決算書実績)、そのうち道の駅の売上は約半
分の１億 6 千万円である。 













第 10 期～13 期までの落ち込みは決算時期の変更によるものであり、実際の売り上げ
は第 10 期の約１億２千万円から 13 期の約 1 億 5 千万円弱までも順調に推移したとの








成功したかに思え需要は劇的に増えていた。実際に 16 期から 17 期に至る急激な売り
上げ上昇は栗の事業によるものであり、今後の期待も大きかったが、地域を振り返る
と戦後間もなく植えていた栗の木が、この頃を境として一斉に寿命を迎えたことと地












































































































































































































































































































として年間 1,000 本を植樹していたが、この平成 22 年あたりからの減少のスピードが
予想を超えたものであった。四万十ドラマの開発した栗製品の需要が拡大したことに


















































































































































































フードプランは平成 14 年、旧池川町建設業組合 6 社の出資にて資本金 300 万円の有
限会社としてスタートしたが、翌年には自立経営不能となり第 3 セクターとして再ス
タートをした。その後度重なる増資により平成 20 年には資本金は 5070 万円になって
いる。様々な事情から、「つぶせない金食い虫の第 3 セクター企業」であった。 















































































































図３－９ 森下就任以来の売り上げ推移  聞き取りにより隅田作成 
 















































































 現在は年間に 300 団体の視察、観光を受け入れ、基幹商品である「ごっくん馬路村」
は 750 万本の販売量となっている。 



























































































































































































































































































































３－６－６ 補助金の活用 ※この項は高知アイスのみ 
 










































・川島昭代司    かつお料理専門店とスナック経営 
・田中隆博     鮮魚店経営 
・岡村宜昭     蒲鉾店経営 





















































































































































 表３－３ 各事業体の特性比較          隅田 
 





















































  ａ，事業リスクの理解 
  ｂ，商品のブランド化 
  ｃ，事業継続性の担保 





































































































































































































































































































































野菜の１,5 次程度の加工を主な業務としているフードプランは調理という 2 次加工に
着手し、今後の展望として 3 次産業である飲食店経営を志向している。 
馬路村農協は自社の製品を中心とした直売店の運営と、地域外からの施設への視察・
研修の受け入れ活動や、直接ではないが温泉経営にも関与しており村への観光客の招
















6 次産業化では一次産業従事者が 2 次産業、3 次産業に進み、自らの生産物を加工販売





















































































































































固有の商圏 A ＋固有の商圏 B ⇒ マーケット拡大 
固有の産品 A ＋ 固有の産品 B ⇒ 新しい地域産品開発 
固有の産品 ＋ 新規加工能力 ⇒ 新しい開発商品 
固有のノウハウ ＋ 固有のノウハウ ⇒ 新しいサービス開発 






図４－３ 地域開発商品の流通段階と住民感情   隅田  
 
 










































































表４－３  地域の商品開発事業における関係性改善の要素  隅田   





















































































































したものが図 4－7 である。 
 
図 4－７ 地域活性化を目的とした商品開発事業の戦略構築フレーム(２) 隅田 
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